



最高裁平成2 6年6 月5 日第一小法廷判決、平成2 4年 （受）第90 8号
損害賠償等請求及び独立当事者参加事件（一部破棄自判・一部上告棄却)、
民集6 8巻 5 号4 6 2頁、判時2 2 3 3号109頁、判夕1406号53頁
上江洲純子
【事実の概要】
(1) A 社の代表取締役であるX (原告・被控訴人・上告人）は、Y 銀 行 （被告・控 




また、Y 銀行は、A 社に対して、平成20年11月25日に7000万円を貸し付けてお 
り、平成21年 3 月31日時点での貸付残高は約6000万円となっていた。そして、こ 














①  Xは 、Y 銀行に対し、本件受益権に係る前記信託契約の解約の実行の請求 
(以下、「解約実行請求」という。）をする。
②  Y 銀行は、投資信託委託会社に対し、解約実行請求があった旨を通知する。
③  投資信託委託会社は、前記信託契約の一部を解約し、信託会社が、Y 銀行 
に対し、解約金を振り込む。
④  Y 銀行は、Xに対し、上記解約金を被上告銀行の営業所等において支払う。
(3) 平成20年12月29日に、Xが支払を停止し、それを知ったY 銀行は、平成21年 3
月23日に、本件受益権につき、債権者代位権に基づいて、Xが Y 銀行に対して行 
うものとされている解約実行請求をXに代わって行い、投資信託委託会社に対し 
て、解約実行請求があった旨の通知をした。
これにより、本件受益権に係る信託契約の一部が解約され、平成21年 3 月26日 
に、信託会社からY 銀行に開設されたXの振込先口座に、解約金として約717万 
円 （以 下 「本件解約金」という。）が振り込まれ、Y 銀行は、本件管理委託契約に 
基づき、Xに対し、本件解約金の支払債務（以 下 「本件債務」という。）を負担し 
た。
(4) Y 銀行は、平成21年 3 月31日に、Xに対し、上記保証債務履行請求権を自働債 
権、本件債務に係る債権を受働債権とし、これらを対当額で相殺する旨の意思表 
示をした（以 下 「本件相殺」という。）。
その後Xが、平成21年4 月28日に、再生手続開始の申立てを行い、同年5 月12 
日に、再生手続開始決定を受けたことから、Xが Y 銀行に対し、相殺の無効など 
を主張して本件解約金の支払を求めて訴えを提起したのが本件である1。
(5) 第 1 審判決（名古屋地判平成22・10・29民集68巻 5号489頁）は、本件相殺の 
有効性を認めず、Xの請求を認容した。「民事再生法93条 2 項 2 号にいう「前に生 
じた原因」というためには、具体的な相殺期待を生じさせる程度に直接的なもの










(2) Y 銀行が控訴したところ、原判決（名古屋高判平成24-1-31民集68巻 5 号509 
頁2)は 、Y 銀行のXに対する本件債務の負担は、民事再生法93条 2 項 2 号にい 
う 「前に生じた原因」によるものと認めるのが相当であり、したがって本件相殺 
は有効であるとして、第 1審判決を取り消し、Xの請求を棄却した。その理由は、 








2  原判決に対する評釈として、野 村 剛 司 「支払停止後に債権者代位権により解約した投資信託 
の 解 約 金 と の 相 殺 の 効 力 （積極）」法 学 セ ミ ナ ー 増 刊 〔速 報 判 例 解 説  V o l.11 新 ・判例解説 
W a t c h〕171頁 （2012)、堂 園 昇 平 「再生手続における条件付債務を受動債権とする相殺の効力 
(消極)、投資信託解約金支払債務を受動債権とする相殺の合理的期待（積極)」金融法務事情 
1953号26頁 （2012)、高山崇彦＝辻 岡 将 基 「名 古 屋 高 判 平 24.1.31と金融実務への影響」金融法 
務事情 1944号 6 頁 （2012)、木 村 真 也 「支払停止後の投資信託受益権の解約と民事再生法93条 
2 項 2 号 の 「前に生じた原因」 に基づく相殺の可否（名 古 屋 高 判 平 24.1.31）」事業再生と債権 
管理136号74頁 （2012)、 中 西 正 「証券投資信託における受益者の破産・民事再生と相殺－名古 
屋高裁平成24年 1 月3 1日判決の検討」銀行法務２１ 743号22頁 （2012)、本 多 正 樹 「投資信託 
の解約金返還債務と保証債権との相殺を認めた事例」ジュリスト 1460号 103頁（2013)、髙木裕 
康 「相殺の可否(4)－支払停止後の投資信託受益権解約と「前に生じた原因」」別冊ジュリスト 




する再生手続の趣旨が没却されることのないよう、93条 1項 3 号本文において再 
生債権者において支払の停止があったことを知って再生債務者に対して債務を負 












る。Xは 、本件受益権につき解約実行請求がされたことにより、Y 銀行に対する 
本件解約金の支払請求権を取得したものではあるが、同請求権は本件受益権と実 
質的には同等の価値を有するものとみることができる。その上、上記解約実行請 
求はY 銀行がXの支払の停止を知った後にされたものであるから、Y 銀行におい 
て同請求権を受働債権とする相殺に対する期待があったとしても、それが合理的 









(3) 「そうすると、Y 銀行が本件債務をもってする相殺の担保的機能に対して合理 
的な期待を有していたとはいえず、この相殺を許すことは再生債権についての債 
権者間の公平・平等な扱いを基本原則とする再生手続の趣旨に反するものという 










金支払債務の負担が、民事再生法93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」に基づく場 
合に当たるかどうかが問題となった。




3  本判決の評釈として、 中 西 正 「民事再生法上の相殺禁止と投資信託解約金支払債務との相 
殺」銀行法務 2 1 7 7 5 号30頁 （2014)、 山 本 和 彦 「相殺の合理的期待と倒産手続における相殺 
制限－最一小判平26.6.5 を契機として－」金融法務事情2007号 6 頁 （2014)、佐 藤 鉄 男 「投資 
信託の解約金支払債務に係る債権を受働債権とする再生債権者の相殺の可否」 ジュリス卜1479 
号 〔平成26年度重要判例解説〕145頁 （2015)、角 紀 代 恵 「投資信託受益権の販売銀行がその解 
約金支払債務を受働債権としてする相殺」ジュリスト1479号 〔平成26年度重要判例解説〕77頁 
(2015)、内海博俊「再生債務者に販売した投資信託の解約金支払債務を受動債権とする相殺の 














71条 1項 ・72条 1項、民再93条 1項 ・93条の2第 1項）を設けてバランスをとり、 
さらに、相殺の担保的機能に対する債権者の期待を保護するために、相殺禁止の 
規律に対する例外（破71条 2 項 ・72条 2 項、民再93条 2 項 ・93条の2 第2 項）を 
定めている。
そのうち本件は、再生手続において、債務者の支払停止後に債権者がこれを 
知って債務を負担し相殺した場合に、民事再生法93条 1項 3 号により相殺が禁止 
されるか、相殺禁止の例外として民事再生法92条 2 項 2 号に基づいて相殺が許さ 
れるかが争われたものである。
平 「投資信託解約金相殺事件－銀行は販売した金融商品を囲い込めるのか？」法学セミナー 
721号 6 頁 （2015)、杉 本 和 士 「信託契約の解約により再生債務者が取得した解約金支払債権を 
受働債権とする相殺の可否」法学教室別冊付録414号 〔判例セレクト2014 (Ⅱ）〕35頁 （2015)、 
高田賢治 「再生債権者が支払停止を知って投資信託受益権の解約金支払債務を負担した場合、 
民事再生法93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」 にあたらず、相殺禁止とされた事例」私法判例 
リマークス51号 140頁 （2015)、近 藤 隆 司 「再生債権者に対する投資信託解約金支払債務を受働 
債 権 と す る 相 殺が許されないとされた事例」明治学院大学法律科学研究所年報 31号307頁 




























4  投資信託の仕組みや法律関係の詳細については、伊 藤 尚 「破産後に販売会社に入金になった 
投 資 信 託 解 約 金 と 販 売 会 社 の 有 す る 債 権 と の 相 殺 の 可 否 」金 融 法 務 事 情 1936号54頁以下  
(2011)、髙山＝辻 岡 ・前 掲注 2) 7 頁以下参照。
まえて、本判決も同様に、平成18年判決を引用して、本件の解約金支払債務につ 
いては、Xが Y 銀行から投資信託受益権を購入し、本件管理委託契約に基づきそ 
の管理をY 銀行に委託したことにより、Y 銀行が解約金の交付を受けることを条 
件としてXに対して負担した債務、すなわち停止条件付債務であると解している。










再生法93条 2 項 2 号に規定する相殺禁止の例外規定が空文化してしまうため、有 
力説は、条件成就時を基準と捉えている6。
判例は、会社整理手続において手続開始後に停止条件付債務の条件が成就した 
事 案 （最判昭和47年 7 月13日民集26巻 6 号1151頁）で、旧破産法104条 1 号 （破 




該判例と同様、民事再生法93条 1項 3 号 の 「債務を負担したとき」とは停止条件 
付債務についてはその停止条件が成就したときをいうと解すべきであるとした。 
これを踏まえて、本判決も民事再生法93条 1項 2 号の債務負担の時期については
5  髙山＝辻 岡 ・前 掲注 2) 9 頁参照。




本件が民事再生法93条 1項 3 号の相殺禁止に該当する事案であるとすると、本 
件投資信託受益権の解約金支払債務について、投資信託の管理委託契約が民事再 
生法93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」に該当するか否かが問題となる。この問 
題に関する下級審の裁判例としては、民事再生法93条 2 項 2 号と同趣旨規定とさ 
れる破産法71条 2 項 2 号に関する先例のほか、破産手続開始時の停止条件債務の 




(1) 最判昭和63年10月18日民集42巻 8 号575頁7
①事案の概要
A はY 信用金庫（被告・控訴人・上告人）と信用金庫取引約定を締結し、当該 
取引約定に基づいて、Y に対して、約束手形12通の取立を委任し、譲渡裏書のう 




し立てて破産宣告（破産手続開始決定）を受け、X  (原告・被控訴人・被上告人） 
が破産管財人に選任された。
手形の取立委任を受けていたY は、12通の約束手形について、A の支払停止 
後、その事実を知りつつも、破産宣告前に2 通 （甲手形）取り立て、破産宣告後 
に10通 （乙手形）を取り立てていた。
そこでXは、Y に対し、甲手形については取立金の引渡しを求めて、乙手形に
7  評釈として、藤 田 友 敬 「判批」法協107巻 7 号 1161頁 （1990)、森 倫 洋 「相殺の可否(2)」前 





第 1審 （大阪地判昭和58年 2 月25日民集42巻 8 号611頁）は、Y の相殺の主張 
を退けてXの請求を認容し、控訴審（大阪高判昭和59年 2 月10日民集42巻 8 号 




















るところ（最高裁昭和57年 （オ）第246号同61年4 月8 日第三小法廷判決・民集 





(2) 最判平成17年 1 月17日民集59巻 1号 1頁8
①事案の概要





金が発生した。そこで、Xは Y に対して満期返戻金及び解約返戻金の支払を求め 
たところ、Y はXに対しA の保険金詐取による不法行為に基づく損害賠償請求権 






















(3) 大阪高判平成22年4 月9 日金法1934号98頁9
①事案の概要













約手続を求め、これによりY 銀行は委託者から解約金を受領した。その上で、Y  
銀行は、Xの提起した訴訟において、Y 銀行がA に対して有する貸金債権を自働 
債権、解約金支払請求権を受働債権とする相殺を主張して争った。
第 1審 （大阪地判平成21年10月22日金判1382号54頁）は、解約金支払請求権の 
性質について、「Y 銀行は、解約実行請求がなされること及び委託者から一部解約
9  評釈として、伊 藤 尚 ・前掲注 4)  52頁、 白 井 正 和 「投資信託の解約金債権を受働債権とする 
相殺」別冊ジュリスト214号 〔金融商品取引法判例百選〕 169頁 （2013）など参照。
金の交付を受けることを条件として解約金の支払義務を負い、Xは 、Y 銀行に対 
し、前記条件の付いた解約金支払請求権を有するものと解するのが相当である 
(最高裁判所平成17年 （受）第1461号 ・平成18年12月14日第一小法廷判決・民集 
60巻10号3914頁参照)」とした。その上で、このような停止条件付債権を受働債権 
とし、Y 銀行がA に対して有している破産債権を自働債権として相殺することが 
できるかについて、「破産債権者であるY 銀行は、A の破産宣告時において破産者 
に対して停止条件付債務を負担している場合においては、特段の事情のない限 
り、停止条件不成就の利益を放棄したときだけでなく、破産宣告後に停止条件が 
成就したときにも、破産法67条 2 項後段の規定により、前記停止条件付債務、す 
なわち、破産財団所属の停止条件付債権を受動債権として、破産債権を自働債権 
として、相殺をすることができるものと解される（最高裁判所平成13年 （受）第 
704号 ・平成17年 1 月17日第二小法廷判決・民集59巻 1号 1頁参照)」と判示し、 
本件においては、相殺の主張が許されない特段の事情が存するかどうかが問題と 
なるとして、この点につき、「Y 銀行がA に負っていた債務は、停止条件付とは 
いっても、その条件不成就がほとんど考えられず、その債務額も基準価格により、 
いかなる時期においても容易にその算定をなし得る性質のものである。したがっ 
て、Y 銀行としては、A の破産宣告時において、容易に現実化する一定額の債務 
を負担していたものであって、Y 銀行のA に対して有していた破産債権との関係 
においては、相殺の担保的機能に対する合理的な期待を有していなかったとまで 
は言えない」とした。また、解約金支払債権が、Xの解約実行請求によらねば現 












であるA と委託者であるB を取り次いで投資信託の販売を行うことで終了するも 
のではなく、その後も、解約若しくは他の口座管理機関への振替がなされるまで、 
本件契約に基づく受益権をその管理支配下に置いているということができる。し 










(4) 名古屋地判平成25年 1 月25日金法1987号172頁10
①事案の概要







1 0  評釈として、野 村 剛 司 「再生手続開始申立て後に金融機関が解約した投資信託の解約金との 
相 殺 の 効 力 （積極）」法 学 セ ミ ナ ー 増 刊 〔連報判例解説 vol. 1 4  新 ・判 例 解 説 W a tch〕 191頁 
(2014）参照。






4 月26日 （訴状送達の日の翌日）から支払済みまで商事法定利率年6 分の割合に 
よる遅延損害金の支払を求めたものである。
②判旨
民事再生法93条 2 項 2 号の適否については、「Xが 、本件管理委託契約に従っ 
て本件投資信託受益権の管理をY に委託している場合においては、本件投資信託 
受益権分について解約実行請求をして解約金の支払を得ようとしても、本件投資 
















るかどうかが問題となった事案で、破産法71条 1項 3 号及び同条2項 2 号の趣旨を 
明らかにしたものである。すなわち、破産法71条 1項 3 号による相殺禁止について 
は、破産手続開始決定を受けた場合にも相殺を無制限に認めてしまうと、「債権者間 
の公平・平等な満足を目的とする破産制度の趣旨が没却されることになる」ことか 





















93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」に基づく場合に該当するかについては、投資信 
託受益権が管理委託契約によって販売銀行のもとで管理されている限り、販売銀行
1 1  山 本 ・前掲注3) 9 頁 （2014)、高 田 ・前掲注3 ） 142頁参照。









許されるか否か、すなわち、民事再生法93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」に該 
当するか否かについて、学説は、これに該当するとして、相殺を肯定する見解12 
と、該当しないとして、相殺を否定する見解13とに分かれる。
そもそも、民事再生法93条 2 項 2 号による相殺禁止の例外が認められるのは、 
債権者の有する合理的な相殺期待を保護することにあるとされており、その点に 
ついては、趣旨を同じくする破産法71条 2 項 2 号に関する判例と同様、学説にお 
いても一致して認められている14。
その際、民事再生法93条 2 項 2 号 の 「前に生じた原因」に該当するためには、 
債務の負担の原因が合理的な相殺期待を生じさせる程度に直接的であることが必 
要である15。 5 において触れたように、従来から判例は、必要とされる相殺期待 
の強さをはかる物差しとして、いくつかの判断要素を事案毎に考慮した上で、相
1 2  中 西 ・前 掲注 2) 27頁以下、髙山＝辻 岡 ・前 掲注 2 ） 10頁以下、本 多 ・前掲 注 2 ）106頁以
下参照。
1 3  岡 正 晶 「倒産手続開始時に停止条件未成就の債務を受働債権とする相殺」 田原睦夫先生古 
稀 ・最 高 裁 判 事 退 官 記 念 『現 代 民 事 法 の 実 務 と 理 論 （下)』 （きんざい、2013） 162頁以下、野 
村 ・前 掲注 2 ） 173頁以下、木 村 ・前 掲注 2 ）78頁以下、伊 藤 尚 ・前掲注 4 ）62頁参照。
14 5 において取り上げた (1)判決参照。伊 藤 眞 『破 産 法 ・民 事 再 生 法 〔第 3 版〕』 （有斐閣、 
2014) 482頁は、破産法71条 2 項 2 号について、 「前に生じた原因」にもとづく債務負担の場合 
に相殺が許されるのは、 「相殺禁止の要件が満たされる時期以前に破産債権者が正当な相殺期 
待をもっていたとみなされることによる」 とする。
1 5  山 本 和 彦 ほ か 『倒 産 法 概 説 〔第 2 版補訂版〕』 （弘文堂、2015) 260頁 〔沖野眞已〕、伊 藤 ・前 


















1 6  伊 藤 ・前掲注 14）483頁、園尾隆司 = 小 林 秀 之 編 『条 解 民 事 再 生 法 〔第 3 版〕』 （弘文堂、 
2013) 4 98頁 〔山本克己〕参照。 「強い振込指定」 については名古屋高判昭和58年 3 月3 1日判時 
1077号79頁。 「代理受領」 については横浜地判昭和35年 12月2 2日判夕122号 18頁、 「取立委任手 
形」 については本稿5 (3)判決参照。




1 8  藤 田 ・前掲注 7 ）1174頁、髙山＝辻 岡 ・前掲 注 2 ） 10頁参照。
1 9  本件について、 中 西 ・前 掲注 2 ）29頁は、一部解約が換価方法として一般的である以上、本 
件の受働債権は担保権の目的となり得る財産的価値を有しているということができるとして、 
本件債権債務の対立をもって合理的相殺期待が基礎づけられるとするのに対し、伊 藤 ・前掲注 
14）482頁、 岡 ・前掲注13） 162頁は、本件管理委託契約のみをもって合理的相殺期待を生じさ 
せる程度の直接の原因といえるか疑問であるとする。
2 0  前掲注12）・13）参照。
























2 2  岡 ・前掲注13） 163頁、野 村 ・前 掲 注 2 ）173頁、木 村 ・前 掲 注 2 ）79頁、伊 藤 尚 ・前掲注 
4 ）62頁参照。
2 3  中 西 正 「民事手続法における相殺期待の保護（上)」N B L 1046号42頁 以 下 （2015）参照。髙
田 ・前掲書注 3 ） 143頁は、 こ の 見 解 を 「価値変形説」 と呼ぶ。
2 4  この点について、 山 本 ・前掲注 3 ） 10頁は、本判決が相殺への期待の合理性に直接着目し、 
停止条件付債務が危機時期前に既に成立しているにもかかわらず、「前に生じた原因」には当た 
らないとしたことについては、一種の解釈による立法に等しい行為との見方を示す。 これに対 
























2 5  山 本 ・前 掲注 3 ）11頁、杉 本 ・前 掲注 3 ）35頁もａが決定的であるとする。 これに対して、 
内 海 ・前 掲注 3 ） 197頁は、本判決の力点はｂ・ｃにあるとする。
2 6  山 本 ・前 掲 注 3 ）14頁、畑 ・前 掲注 3 ）25頁、近 藤 ・前掲 注 3 ）312頁参照。本判決を事例 
判断と評価するものとして、内 海 ・前 掲注 3 ） 197頁。
27 山 本 ・前 掲注 3 ）11頁参照。









さらに、再生手続の場合には、破産法67条 2 項に該当する規定がないので、そ 
もそも相殺が許されるか否かにつき、見解が分かれている。従来の相殺を否定す 
る見解は、破産法67条 2 項のような相殺を許容する規定が存在しないことを重視 
して、特に、再建型手続においては相殺を広く認めるべきではないことが理由と 
されてきた。
いずれの場合についても、本判決を踏まえれば、相殺を否定する結論を導きう 
るが、従来の議論や⑵判決との関係、さらには、相殺共通ルールの立法化の要否 
も含めて、引き続き検討が必要であり、今後の課題と言える29。
29 山本・前掲注3）14頁以下、畑・前掲注3）25頁、髙田・前掲注3）143頁参照。
